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全学的な観点から体系立った教育課程①

体系性をもった教育課程の提供

○教育目的等とカリキュラムの関係性のイメージ

○国際基督教大学のナンバリングの例

イメージ

人材養成目的その他教育研究上の目的

具体化

・授業科目の学修段階や順序等の体系性を明示
・学生がレベルや専門を勘案して授業科目を履
修できるようにする

学 位

300番台

（学則等：
大学設置基準第２条）

教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力

学修成果の確認

方法等 映
科全

語学教育 英語 ＥＬＰ

例：英語プログラム(中級基礎) 読解と論文作法
→ELP001(アルファベットと数字で表記)

＜科目の分類＞
305

○○○学

301

応用○○

320

応用○学

300番台

専門レベル
大学設置基準第２条）

（公表努力義務：
学校教育法施行規則

学位授与の方針

方法等への反映

学位授与要件を満たす

目学
共
通

語学教育 英語 ＥＬＰ

一般教育 人文科学系列 ＧＥＸ

メ
ジ

授
業 アメリカ研究 ＡＭＳ

○○○学

220

250

○○学

200番台

中級レベル

学校教育法施行規則
第172条の2第2項）

求める人材像の提示 教育課程が要求する知識・

プログラム編成

教育課程編成の方針

ジ
ャ
ー
別

業
科
目

美術・考古学 ＡＲＡ

＜科目の段階＞
130

201

中級○○

220

○○学

100番台

入門レベル

入学者受入れの方針

能力に応じた要件の提示 001ｰ099 語学教育科目（英語・日本語）
一般教育科目

101ｰ199 メジャー基礎科目
全学共通初級科目

メジ 専攻中級科目入 学

101

○○入門

151

○学

130

○○概論

「学士課程答申」の「３つの方針」

201ｰ299 メジャー専攻中級科目
全学共通中級科目

入 学
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全学的な観点から体系立った教育課程② 大学教育部会（第15回）（H24年5月21日）新潟大学濱口副学長説明資料より

新潟大学の学士課程教育のデザイン 授業科目の体系化新潟大学の学士課程教育のデザイン

旧来型の共通教育と専門教育を廃し、
育成する人材像に即した４年一貫の教育プログラム(主専攻
プログラム)による教育を実現する。

授業科目の体系化

〈水準コード〉

1の位の数字

高等学校と 接続的

高等学校との接続を
意識した水準１

1の位の数字

高等学校と 接続的

高等学校との接続を
意識した水準１

大学学習法などの導入教育

高校で習うレベルの講義

１.｢教育資源｣の共通化
教員組織と教育組織の分離
授業科目の共通化と分野･水準コードの付与 専門の中核的水準

４
発展的内容の科目で

通常の大学の基礎
的水準３

高等学校との接続的
科目のうち専門性に
関連したもの

２

専門の中核的水準
４

発展的内容の科目で

通常の大学の基礎
的水準３

高等学校との接続的
科目のうち専門性に
関連したもの

２ 大学における「普通の」講義

レベル ３ ＜ ４

アドバンス・限定的な内容の

２.人材育成目標に即した教育プログラムの構築
主専攻プログラムの整備

３.学生の学習成果の実質化
新潟大学学士力アセスメントシステム(NBAS)の構築

発展的内容の科目で
大学院との接続水準５
発展的内容の科目で
大学院との接続水準５ 講義

新潟大学学士力アセスメントシステム(NBAS)の構築

分野・水準表示法 学部・学科の教育課程の主専攻プログラム化
(学問分野を背景とした｢学科｣から｢人材育成プログラム｣へ)

全授業科目に分野と水準を示すコード

① 学生に、授業科目の学問分野と水準を示す

② 担当教員に授業科目の”公共性”の確保を要請する

＜プログラムの整備＞

• 設置目的を明示し、明確な人材養成目標(学習成果)を掲げる。
• その学習成果は、専門・教養を含めた到達目標とする。
• 学生が到達目標に至るための学習方略を明示する。

☆ 分野は学問分野の区分：科研費の区分に準拠

教育プログラムに即したものではない

☆ 水準：内容の積み重ね

• プログラムは必要十分な授業科目から構成され、各授業科目と到達目標
との関係を明示する。

＜プログラム担当教員集団の機能の明確化＞

• 担当教員集団がプログラムにおける教育活動について共通意志を持つ。
そ ため 具体的方策(ＦＤ活動等)を備える

大学レベルの授業：３／４／５の３段階

分野・水準 →→→ 授業科目の達成目標

「プログラムシラバス」作成作業を通じて、抜本的改革を図る。

そのための具体的方策(ＦＤ活動等)を備える。
• 主専攻プログラムの成果を検証し、プログラムの改革を進める“しく
み”を備える。

2



各学科が掲げる教育目標を明示するとともに、その目標達成のために必要な授業科目を系統的に配置し、その関連性を明示している。

全学的な観点から体系立った教育課程③～金沢工業大学のカリキュラム・フロー（マップ）の例～

E001 工学大意（機械） I
社会を支える「ものづくり」の三大技術
である機械分野、電気・電子分野、情
報分野の技術について 工学と社会

＜科目の概要＞

報分野の技術について、工学と社会
とのつながり、歴史および現在、未来
の技術について学び、「自ら考えて行
動する技術者」としての第１歩を歩み
出す意識を明確にする。各分野にお
ける学ぶ領域 学問の拡がりを学びける学ぶ領域、学問の拡がりを学び、
各自の将来の目標、夢を実現するた
めのキャリア形成を意識して、修学計
画能力を身につけ、今後の学習姿勢
を確立する。「覚える・暗記する」学習
現象や物事の本質を論理的に考える
力（科学力）、デザイン力の醸成を目
標とする。
行動目標●現代社会における工学部
の役割を理解し、自身の修学計画を
立案することができる。機械工学科の
「学ぶ領域」 研究分野を理解し 今「学ぶ領域」、研究分野を理解し、今
後の勉学の方法、履修計画について
主体的に考えることができる。「設計」
「機械加工」について概略を説明でき
る。「機械材料」「塑性加工」について
概略を説明できる。「流体力学」「熱力概略を説明できる。 流体力学」 熱力
学」について概略を説明できる。自身
のキャリア形成プロセスを自身の言
葉で述べ、それを第三者に伝える事
ができる。
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大学連携によるＦＤ・ＳＤの取組 ①

(1) ＦＤの実施率の推移
(2) の例

(1) ＦＤの実施率の推移

実践的FDプログラムの開発・活用
○ 教員の４つの活動（教育、研究、社会貢献、管理運営）に対して、以下で構成。

①教育学をはじめとした系統的な理論のオンデマンド講義①教育学をはじめとした系統的な理論のオンデマンド講義

②授業技術やコミュニケーションスキルを育成するワークショップ

③個々の教員ニーズに応える日常的な教育コンサルテーション

④ポートフォリオの作成支援

○ 各大学は ①②の講義・講座を目的に応じて選択し ③④やその他独自の研

大学院義務化

学部義務化

○ 各大学は、①②の講義 講座を目的に応じて選択し、③④やその他独自の研

修などを組み合わせてＦＤを実施。

大学によっては、学長名の修了証を発行し、専門性の向上を証明できるように

している。

（実施内容）

（参加大学）

代表幹事校：立命館
幹事校：関西、関西学院、慶應義塾、中央、
同志社 法政 明治 立教 早稲田同志社、法政、明治、立教、早稲田
会員校：青山学院、神奈川、北里、京都産業、
甲南、國學院、国士舘、芝浦工業、創価、
中部、帝京、東京農業、東北学院、名城、龍谷
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（参考）実践的FDプログラム 2012年プログラム一覧
○ オンデマンド講義

○ ワークショップ

など
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大学連携によるＦＤ・ＳＤの取組 ② 大学教育部会（第15回）（H24年5月21日）愛媛大学佐藤准教授説明資料より

ＳＰＯＤ（四国地区大学教職員能力開発ネットワーク）の組織図 ＦＤｅｒ養成講座過去４回開催（各回全国から５０名程度の参加者）

到達目標
１．全学のＦＤを推進・牽引するリーダーとして

主な対象
大学教育センター等でＦＤを主要な業務として担当する教職員

必要な知識・技術・態度を身につける。
２．研修講師や会議のファシリテーターとしての
卓越した技術・態度を身につける。
３．自らの活動を振り返り、抱えている課題を
客観的に分析し、他者からの助言を踏まえて、客観的に分析し、他者からの助言を踏まえて、
解決策を見出すことができる。

内容
・ＦＤ専任担当者としての自らの活動の振り返り、
課題分析、ディスカッションを通した解決策の模索
自らの組織文化にあわせた ＦＤ推進戦略立案

ＦＤｅｒ入門講座 【東京】

加盟校がＳＰＯＤに加盟するメリットとして，加盟校単位で希望
するプ グラムを ＳＰＯＤから研修講師を年１回無料で派遣

SPOD研修講師派遣事業

・自らの組織文化にあわせた、ＦＤ推進戦略立案
・実践を基盤とした研究（高等教育開発研究）の課題と可能性

ＦＤファシリテーター養成研修
目的：各加盟校におけるＦＤを企画・実施できるＦＤリーダーの養成
実績：地域別に２回（計２７名参加）開催するプログラムを，ＳＰＯＤから研修講師を年１回無料で派遣。

初年度はコア校の講師１１名を２３機関に派遣。

【派遣機関】 ２３機関 【派遣講師】 １１名
【受講者数】 ６５４名（うち学外４４名）

■平成２３年度ＳＰＯＤ内講師派遣実績

実績：地域別に２回（計２７名参加）開催
6月：東四国（徳島・香川）対象 10月：西四国（愛媛・高知）

事後アンケート：参加者の９３％から「満足」という回答。

・小規模校においても，質の高い研修プログラムの受講が可能と

【受講者数】 ６５４名（うち学外４４名）
【アンケート結果】 ※１９機関に実施
参加者の約９４％ が「全体的に満足」と回答。

様々な授業改善の技法
※平成２３年９月７日，
高知県立大学・高知短期大学

【本事業実施による成果】
ＦＤファシリテーター養成研修（東四国対象） ＦＤファシリテーター養成研修（西四国対象）小規模校 お ても，質の高 研修 グラ の受講 可能

なり，学内で教育改革や自らの能力開発に取り組む状況が生まれ
てきた。
・加盟校からの意見・要望を含め，ＦＤ／ＳＤに関する情報共有
も行われるようになった。
※派遣した全機関から本事業の継続希望があった。

過去３年間の参加者：計９７名
各大学等でのＦＤ担当者の育成が進んでいる

※平成２３年６月２５日～２６日，
国立淡路青少年交流の家

※平成２３年１０月８日～９日，
愛媛大学愛大ミューズ
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ＩＲの取組事例①

相互評価に基づく学士課程教育質保証システムの創出 国公私立４大学ＩＲネ トワ クの例相互評価に基づく学士課程教育質保証システムの創出－国公私立４大学ＩＲネットワークの例

構成大学： 同志社大学（代表校）、
北海道大学、大阪府立大学、甲南大学

○ 国公私立４大学の連携により、学生調査分析を軸とするＩＲ機

能の開発を基盤として、ＩＲを通じた連携大学間での相互評価の

結果を学士課程教育の質的向上に結びつける質保証システム

創 全 規模 育成を 指すの創出と全国規模のＩＲコミュニティの育成を目指す。

・４大学ＩＲ学生調査ネットワークの構築と活用

・連携大学間におけるＩＲネットワークシステムの構築

連携取組の内容

・連携大学間におけるＩＲネットワークシステムの構築

・ＩＲネットワークを活用した相互評価とベンチマーキング

・ＩＲ人材育成のためのワークショップ事業

期待される効果

・設置形態の相違を超えた国公私立大学の連携による、

学士課程教育の質保証に向けた新たなモデルの構築

・学生調査に基づくＩＲの展開により、４大学それぞれの長所・短所を
把握 さらにPDCAサイクルの常態化による短所の改善と長所の更

期待される効果

把握、さらにPDCAサイクルの常態化による短所の改善と長所の更
なる伸長

・ＩＲのノウハウの共有化によるＩＲ人材育成と日本版ＩＲモデルの構築

・英語科目のナンバリング制の実施による、汎用性のある英語ベン
チマークの設定設

→  ４大学連携により開発したシステムやノウハウを基盤としたコンソーシアムをH24.7に設立予定。
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IR推進室での分析実績（例示）

大学教育部会（第15回）（H24年5月21日）日本福祉大学齋藤事務局長・大崎IR推進室長説明資料よりＩＲの取組事例①

分析テーマ 分析ポイント

IR推進室での分析実績（例示）

公務員試験における合格・不合格学生の特性分
析

・入学時公務員就職希望者の受験率
・公務員試験対策の効果測定

社会福祉士国家試験合格 不合格学生の特性分
・ゼミ別合格率の分布

社会福祉士国家試験合格・不合格学生の特性分
析

・入試形態別の合格率
・国家試験対策利用者別の合格率

本学経済・福祉経営学部の志願者・入学者特性
・出身校別志願者と入学者に関する分析

分析
出身校別志願者と入学者に関する分析

本学卒業生に対する社会人教育プログラムニー
ズ調査

・職業分野別学習ニーズ調査・分析
職種別学習ニ ズ調査 分析ズ調査 ・職種別学習ニーズ調査・分析

付属高校出身学生の学習状況等における現状分
析

・修得単位数、GPA、社会福祉士国家試験結果、離学状況等の
現状把握析 現状把握

学生のSPI得点と成績の関係分析 ・高校ランク、入試形態別のSPI得点とGPAの関係分析
就職志望業種とSPI得点 関係分析

学生のSPI得点と成績の関係分析
・就職志望業種とSPI得点の関係分析
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教員の教育面の業績評価の実施状況

「大学における教育内容等の改革状況（平成21年度）」（抜粋）

（実施例）
○北見工業大学
評価項目は、授業負担（学部等区分、単位、受講学生数、授業開講数等）、授業評価（学生授業評価、自己評価）、学生指導（卒論等の学生指導、学
生の学会発表指導）等生の学会発表指導）等。
評価結果は、各年度毎に取りまとめ、学外に広く公表するとともに、教育研究費配分、賞与、昇給等に活用。

○三重大学
評価項目は、担当科目数、指導学生数、授業外のゼミ等の学習・研究指導時間数、教育内容・方法面での取組、学生支援の取組、ＦＤ活動等。
「特に優れた者」と「改善を促す必要のある者」を特定し、学長に報告。平成２１年度より給与面でのインセンティブを付与。

○秋田県立大学
評価項目は、「授業の目的や明確さ」、「事前準備」、「授業に対する熱意」、「授業内容や進め方」等。
外部評価者と委託契約を結び、全ての教授、准教授の授業評価を実施。

○岩手医科大学（歯学部）
評価項目は、講義・実習・演習、チュートリアル、オフィスアワー、課外活動、各種試験出題、大学院・研究生に対する指導、ＦＤ参加等。評価項目は、講義 実習 演習、チュ トリアル、オフィスアワ 、課外活動、各種試験出題、大学院 研究生に対する指導、ＦＤ参加等。
それぞれの実総時間を調査し、評価点を算出し、学生による評価も実施。評価結果は、教員本人に通知。

○芝浦工業大学（工学部）
答案の電子化で習熟度を数値化し、統計的に把握。教育賞を与えFD講演会でプレゼンを実施。

「国立大学法人 大学共同利用機関法人の平成21年度に係る業務の実績に関する評価の概要 （抜粋）「国立大学法人・大学共同利用機関法人の平成21年度に係る業務の実績に関する評価の概要」（抜粋）
○ 教職員の個人評価結果を給与等処遇へ反映している法人が平成20年度と比較すると14法人（28％）増の64法人（71％）と大幅に増加しており、全
体の7割を超えている。
（平成21年度：64法人（71％）、平成20年度：50法人（56％）、平成19年度：34法人（37％）、平成18年度：19法人（21％）、平成17年度：9法人（9％））
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国立大学における教学マネジメントの仕組み

（教育研究評議会）
第 条

国立大学法人法（抄） 旧国立学校設置法（抄）

（評議会）
第７条の３第21条

（略）
３ 教育研究評議会は、次に掲げる事項につ
いて審議する。
一 中期目標についての意見に関する事項
（経営に関する事項を除く。）

第７条の３
（略）

５ 評議会は、次に掲げる事項について審
議を行う。

一 大学の教育研究上の目的を達成するた
めの基本的な計画に関する事項（経営に関する事項を除く。）

二 中期計画及び年度計画に関する事項（経
営に関する事項を除く。）
三 学則その他の教育研究に係る重要な規則
の制定又は改廃に関する事項
四 教員人事に関する事項
五 教育課程の編成に関する方針に係る事項

二 学則その他重要な規則の制定又は改廃
に関する事項

三 大学の予算の見積りの方針に関する事
項

四 学部、学科その他の重要な組織の設置
又は廃止及び学生の定員に関する事項五 教育課程の編成に関する方針に係る事項

六 学生の円滑な修学等を支援するために必
要な助言、指導その他の援助に関する事項
七 学生の入学、卒業又は課程の修了その他
学生の在籍に関する方針及び学位の授与に
関する方針に係る事項

○ 教育課程の編成に関する方針 （例）
Ａ大学

教育課程は 学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開

又は廃止及び学生の定員に関する事項
五 教員人事の方針に関する事項
六 大学の教育課程の編成に関する方針に
係る事項
七 学生の厚生及び補導に関する事項
八 学生の入学、卒業又は課程の修了その
他その在籍に関する方針及び学位の授与八 教育及び研究の状況について自ら行う点

検及び評価に関する事項
九 その他国立大学の教育研究に関する重要
事項

教育課程は、学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開
設し、体系的に編成するものとする。

教育課程の編成に当たっては、学部等の専攻に係る専門の学芸を教授するとともに、幅広く
深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮するものとする。

Ｂ大学

他その在籍に関する方針及び学位の授与
に関する方針に係る事項

九 大学の教育研究活動等の状況について
当該大学が行う評価に関する事項

十 その他大学の運営に関する重要事項

（経営協議会）
第20条
（略）
４ 経営協議会は、次に掲げる事項を審議す
る。
中期目標についての意見に関する事項の

（教授会）
第７条の４
（略）

４ 教授会は、次の各号に掲げる事項につ
いて審議を行う。

一 学部又は研究科の教育課程の編成に関

Ｂ大学
学位授与の方針、教育研究上の目的と整合性のとれた教育課程の編成を行う。

優れた教育者の養成を目指し、教養、専門性、実践力、社会性、自己実現力などの学士力を涵養す
るため、教育課程に教養科目、外国語科目、保健体育科目、専門科目、自由選択単位、卒業研究を
設ける。
学士力と到達目標の実現に向けて順次性のある体系的な教育課程を編成する。

育成すべき学士力と学士課程の到達目標の実現に向けて、初年次教育から卒業研究に至るまで、
教養教育と専門教育の関連付けに配慮し 順次性のある体系的な教育課程を編成する 一 中期目標についての意見に関する事項の

うち、国立大学法人の経営に関するもの
二 中期計画及び年度計画に関する事項のう
ち、国立大学法人の経営に関するもの
三 学則、会計規程、役員に対する報酬及び
退職手当の支給の基準、職員の給与及び退

学部又は研究科の教育課程の編成に関
する事項
二 学生の入学、卒業又は課程の修了その
他その在籍に関する事項及び学位の授与
に関する事項

三 その他当該教授会を置く組織の教育又
は研究に関する重要事項

教養教育と専門教育の関連付けに配慮し、順次性のある体系的な教育課程を編成する。
多様な授業方法の採用や体験活動などの充実により教育方法の改善を図る。

教育研究上の目的等に即して、学生の主体的な学びを引き出すために、少人数・双方向的な授業、
学生参加型授業、課題解決・探求型授業、情報通信技術を活用した授業などを工夫するとともに、教
育実習、インターンシップなどの体験的な学習活動の充実を図るなど、教育方法の改善を図る。
シラバスの充実、十分な授業回数の確保などにより単位制度の実質化を図る。

単位制度の実質化を図るために、シラバスに各科目の到達目標、学修内容、準備学習の内容・時間、
成績評価の方法・基準などを明示するとともに十分な授業回数を確保し 登録単位数の上限設定や

職手当の支給の基準その他の経営に係る重
要な規則の制定又は改廃に関する事項
四 予算の作成及び執行並びに決算に関する
事項

は研究に関する重要事項成績評価の方法・基準などを明示するとともに十分な授業回数を確保し、登録単位数の上限設定や
授業時間外での学習指導の実施を行い、学修の充実を図る。
明確な成績評価基準に従い、教育の質保証に向けた厳格な成績評価を行う。
明確化された到達目標と成績評価基準に従い、厳格で質の高い成績評価を行うとともに、ＧＰＡなど
の学習評価システムにより学習成果を組織的に評価する制度を活かして、教育の質保証に向けた成
績評価の取り組みを行う。
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教学担当スタッフ（教育担当副学長等のサポート体制）の配置事例

○新潟大学 教育・学生支援構構 ○愛媛大学 教育・学生支援機構 教育企画室
1.全学的な教育課題に係る調査･研究
2教育の質保証のための教職員の能力開発

4.学生の学習支援及び能力開発
5 その他教育開発に係る調査 研究等

１．入学者の選抜に係る調査･分析
２ 入学者選抜試験の実施方法等の改善

８．学生の修学支援及び生活支援
９ 学生相談 2.教育の質保証のための教職員の能力開発

3.授業評価及びシラバスに関すること
5.その他教育開発に係る調査、研究等２．入学者選抜試験の実施方法等の改善

３．入試広報
４．学士課程教育の実施と改善
５．大学院課程教育の実施と改善
６．副専攻プログラムの実施と改善
７．学士力ｱｾｽﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ（NBAS）の開発と運用

９．学生相談
10．学生の就職等進路支援
11．教員の教授方法等の改善・向上のための研修の実施
12． ＦＤの整備及び実施
13．教員養成の支援
14．その他教育，学生支援等の改善に関し必要な業務

【教育企画室の概要】

教職員能力開発のための研修の企画・実施・教
材開発・講師派遣，各種コンサルティング，
FD/SD実践的指導者の育成，及び愛媛大学が
代表校を務める「四国地区大学教職員能力開

○教学担当スタッフ配置状況

教育企画室（教員組織）８名（専任７名，兼任１名）
室 長：１名 教授１（医学教育）
副室長：２名 教授１（高等教育経営），准教授１(職業教育学)
室 員：５名 准教授１(青年心理学)，助教２(教授システム学)

（水文学)

発ネットワーク（SPOD）」の業務など，学内外で
幅広く活動を実施。
また、学内ネットワークのハブ機能も担う。

（水文学)
特任助教２(組織心理学)（高等教育政策)）

教育企画課（職員組織）１６名
課長１、係長２、課員５、非常勤８

【スタッフの能力開発等】

【スタッフの能力開発等】
ＦＤ担当者：ファカルティ・ディベロッパー養成講座や諸外国のFD担当者向けプログラムへの参加、学内外で研修
講師を担当することによる実践者としての力量形成。
ＳＤ担当者：SDC(ｽﾀｯﾌ･ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ)の認定制度を創設し，SDCに必要な知識・技能の習得を奨
励。SPODでは，次世代ﾘｰﾀﾞｰ養成研修や講師養成研修など内部講師を養成するための研修を提供しており、こ

○日本福祉大学 全学教育開発機構○北九州市立大学
１．全学および学部間共通科目の研究・開発
２．全学的なFDをはじめとする教育力向上のための
研究・研修事業
３ 入学前教育、初年次教育、教養教育、語学教育、情報

４．ICT活用による教育の情報化の推進
５．オンデマンド教材の研究・開発
６．学生の基礎学力サポート
７ 高大接続教育の推進

【スタッフの能力開発等】
自己啓発支援と能力開発のための職能開発研修を実施

【学位授与方針等の作成と、これを踏まえた教育課程の見直しなどの大幅な見直し】

経営企画課（事務組織）が学長・副学長の下に各種委員会やワーキンググループ、カリキュラム
コーディネーター等を組織してサポート。
【通常の教育内容・方法の見直し】

れらに参加することによって、能力開発を日常的に実施。

３．入学前教育、初年次教育、教養教育、語学教育、情報
教育、体育教育などの共通教育プログラムの研究・開発

７．高大接続教育の推進【通常の教育内容 方法の見直し】
学務第一課（事務組織）が学部教授会、教務部委員会等をサポート。

【教育改善に向けた教育情報の収集・分析】
副学長を室長とする「教育開発支援室」を設置し、経営企画課がサポート。

学生の健康管理、心理面への対応として、学生相談室に保健師、看護師、心理カウンセラーを配置。

【スタッフの能力開発等】

オンデマンドコンテンツの開発を通した教育改善やＦＤを実施する上で必要となるインストラクショナル・デザイン
の能力開発を実施（熊本大学大学院に職員２名派遣）

※ 共通教育部門の下に外国語教育・スポーツ教育・基礎教養・情報教育の４部会、教育開発部門の下に教育支援・学習支援の２部会を設置。

【スタッフの能力開発等】
各種事務研修のほか、専門スタッフとしてアドミニストレーターを養成（桜美林大学大学院に職員１名派遣）
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大学間連携の取組事例

○国公私立の設置形態を超えた大学間連携が進展

岩手県における知の拠点形成

〔岩手大学、岩手県立大学、盛岡大学、富士大学、岩手医科大学〕

県内５つの大学が、共通キャンパスの整備、教員研修、国際交流、生涯学習の

「キャンパス都市函館」構想

〔北海道教育大学、公立はこだて未来大学、函館大学、函館大谷短期
大学、函館短期大学、函館工業高等専門学校〕

教育学 システム情報 商学 食物栄養学 機械工学など分野の異なる６つの機

○国公私立の設置形態を超えた大学間連携が進展

県内５つの大学が、共通キャンパスの整備、教員研修、国際交流、生涯学習の
提供、高校へ講義配信などを共同で実施し、地域の中核を担う人材の育成や県
内の大学進学率向上に努めている。

北九州学術研究都市連携大学院によるカーエレクトロニクス高度専門人
材育成拠点 形成

香川県における高度医療人養成のための地域連携型総合医療教育研

教育学、システム情報、商学、食物栄養学、機械工学など分野の異なる６つの機
関が連携し、それぞれの強みを生かして地域性に着目した特色あるカリキュラム
を開発・提供。

材育成拠点の形成

〔北九州市立大学、九州工業大学、早稲田大学〕

北部九州地域の国公私立の理工系大学院がそれぞれの強みを生かした教育内容を
提供し、カーエレクトロニクスの領域において、次世代を担う高度専門人材を育成。

徳島文理大学(薬剤師)、香川大学(医師)、香川県立保健医療大学(看護師)の3
大学が連携して、共同授業や共同研究、設備の共同利用等を通じ、地域に密着
したチーム医療を実践できる高度な医療人を養成。

究コンソーシアム

〔徳島文理大学、香川大学、香川県立保健医療大学〕

道内国立大学法人連携機能強化事業帯広畜産 学 海道 学獣 学 教育

○国立大学間の連携による高度化・効率化が進展

道内国立大学法人連携機能強化事業

資源の効果的・効率的活用のため、事務の共同化処
理について検討

〔北海道大学、北海道教育大学、室蘭工業大学、小
樽商科大学、帯広畜産大学、旭川医科大学、北見工

京阪奈三教育大学連携推進事業

教員養成や事務処理の効率化等の連携に
より事務機能を強化

帯広畜産大学・北海道大学獣医学共同教育課程

岩手大学・東京農工大学獣医学共同教 樽商科大学、帯広畜産大学、旭川医科大学、北見
業大学〕

東海地区国立大学法人共同事務コンソーシアム

より事務機能を強化

〔京都教育大学、大阪教育大学、奈良教育
大学〕

育課程

共通する事務の統合・共同処理等により効率化・省力化を実施

〔名古屋大学、名古屋工業大学、愛知教育大学、岐阜大学、三重
大学、静岡大学、浜松医科大学、豊橋技術大学〕

山口大学・鹿児島大学共同獣医学部
静岡大学・愛知教育大学共同教科開発学専攻
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